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資料保存をとりまくネットワーク
―災害対策と地域社会をめぐる動向―

天
あま

野
の

真
まさ

志
し

＊

1．はじめに
　本稿のタイトル「資料保存をとりまくネットワーク」と
いう言葉からは、資料保存のための主要な収蔵施設であ
る博物館・図書館・文書館などのいわゆる「MLA 連携」
が想起される（1）。一方で、災害対策という側面から観察
すると、収蔵施設に留まらない多様な主体が参画するネッ
トワークが展開する（2）。そこでは、地域という場を軸とし
た連携構築が模索されており、特定の価値観に収斂しな
い資料の保存と継承が検討される。
　以下では、地域を軸に展開する資料保存の経過を、災
害対策との関わりから概観し、そこで目指されるネット
ワークの状況について紹介する。

2．災害対策の実践
2.1.「レスキュー」の長期化
　災害時に資料を救済する行為として、「レスキュー」と
いう言葉が各所で多用される。九州国立博物館の館長で
あった三輪嘉六は、1995 年の阪神・淡路大震災発生時に
初めて「文化財レスキュー」という言葉を用いたと述懐
するが（3）、その後 2011 年の東日本大震災を踏まえ、「レ
スキュー」の内容は変容しつつある。
　東日本大震災の発生後、独立行政法人国立文化財機
構を中核として「東北地方太平洋沖地震被災文化財等
救援事業」が発足する。「文化財レスキュー事業」と
通称されたこの取り組みは、全国規模の幅広い連携に
基づいて地震・津波被災地の資料救済を推進したが、
そこでは被災地からの資料救出に加え、劣化・消滅の
危機を回避するための応急処置から一時保管に至る一
連の行為が対象とされた（4）。東日本大震災時の対応は、
津波による甚大かつ急速な破壊・劣化が課題となった
ため、単に資料の被災地からの救出に限定されない、
中長期的な対応が求められた。さらに、近年では各地
で大規模な台風・豪雨などが頻発するなかで、長期的
な災害対応としての「レスキュー」が実施され、やが
てクリーニングや修復の検討、さらには予防対策など、
多方面への配慮が求められていく。

2.2. 災害対策のためのネットワーク
　近年の災害対策事例の多くは、個人宅などいわゆる民

＊国立歴史民俗博物館

間所在の資料を対象とした取り組みである。「民間資料（な
いしアーカイブズ）」（5）、「地域資料」（6）、「地域歴史遺産」（7）

など、様々な用語で表現されるこれらの資料を災害から
守り伝える取り組みが、阪神・淡路大震災を直接の契機
として本格的に進展する（8）。その過程で、これらの資料
の保存・継承に向けたいくつかの課題が表面化している。
　特に課題とされるのは、そのような資料へのアクセス
である。民間所在の資料は、そのほとんどについて所在
地や状態を把握するための明確なシステムを持たない。
また、ほとんどの資料が個人所有物であるため、移転や
譲渡などによる所在地の移動を追跡することが極めて困
難となる（9）。近年では、ネットオークションなどでの古文
書売買も拡大しており、これらの資料の所在状況把握に
は多くの課題を抱えている（10）。
　こうした問題に対し、各地では一定の範囲を対象とし
た資料の「悉皆」的な所在調査が進められている。特に
阪神・淡路大震災以降、大分県（11）や和歌山県（12）、埼玉県（13）

などで、文書館を中心とした取り組みが進展する。これ
らの調査では、自治体史編纂などでのかつての資料調査
履歴をもとに所在状況を追跡する。このような文書館を
中心とした所在調査活動では、文書資料を中心に所在状
況が調査されるが、地域に伝来する多様な資料を想定し
た場合、文書館等特定の組織のみでは限界が生じる。ま
た、いずれの事例でも指摘されるが、全県的な調査を進
めるためには、市町村をはじめとした多様な組織との連
携が必要となる。その意味では、地域を単位とした資料
保存を進めるなかで、必然的に組織や分野を横断した連
携体として、ネットワークが希求されてきたといえよう。

2.3.「資料ネット」による活動の展開
　そのような地域を軸としたネットワークとして、近年「資
料ネット」と総称される取り組みが注目されている。こ
の取り組みは、阪神・淡路大震災時に兵庫県尼崎市で設
立された「歴史資料ネットワーク（史料ネット；CA1743
参照）」（14）を端緒とし、その後各地で災害が多発するに
伴い、全国的な現象として広がりつつある。一般に「資
料ネット」とは、大学や資料保存機関、行政、市民な
ど、多様な主体が連携して地域の資料を保存・継承する
ネットワークとして理解されるが（15）、その活動形態は活
動基盤や構成など一様ではなく、そもそも「資料ネット」
活動の明確な定義が存在するわけではない。それでも、
2015 年以降史料ネットをはじめとする全国の「資料ネッ
ト」や国立文化財機構、人間文化研究機構が連携して企
画する「全国史料ネット研究交流集会」が定期的に開催
され、「資料ネット」活動に関する意識共有や活動に関す
る協議が団体相互で行われている（16）。
　2020 年末までに設立された 30 団体近くの「資料ネッ
ト」が地域の状況に応じた多様な活動を展開するなかで、
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それぞれの取り組みから「資料ネット」活動の共通性を
見出すことができる。一つは、多様な資料へのアプロー
チである。多くの「資料ネット」活動では歴史研究者が
中心的な役割を果たすため、必然的に古文書の調査・保
存が主要な目的となる。しかし「資料ネット」活動では、
必ずしも特定の分野の資料に限定せず、地域を対象とし
た多様な歴史文化の継承を展望していることが、その特
徴として挙げられよう。
　例えば「新潟歴史資料救済ネットワーク」は、災害時
における資料救済を行う際に、特定の資料に限定しない

「土蔵まるごとの資料救出」を掲げ、古文書や民具、美
術品、書籍といった地域に伝来する多様なモノを救出・
保存の対象として位置づける（17）。また、「神奈川地域資
料保全ネットワーク」では、活動を通して保存・継承す
べき対象を地域における人びとの生活に注目した「地域
資料」と規定し、生活を支える資料の多様な存在形態
を捉えるために「専門的な学術研究の枠組みに基づいて
ジャンルごとに縦割りされたありかた」を相対化した取
り組みを提起している（18）。
　専門家に限定されない多様な担い手によって構成され
ることも、「資料ネット」活動の大きな特徴である（CA1791
参照）。「NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワーク」では、
東日本大震災時に救出した膨大な津波被災資料のクリー
ニングを、仙台市内を中心とする市民ボランティアと協
同で実施する（19）。さらに、2018 年の平成 30 年 7 月豪雨
時にも、「広島歴史資料ネットワーク」が積極的に参加を
呼びかけ、市民ボランティアとの作業を進めていた（20）。
そこでは、市民を単なる作業従事者としてではなく、地
域の歴史文化継承における主要な担い手と規定し、被災
対応をきっかけとした協同を、地域の歴史文化に対する
新たな関心を生成する場として設定する。こうした傾向
は各地で共有され、組織や専門性を超えた多様な価値観
を共有する地域実践として「資料ネット」活動が展望さ
れている。

3．多様化する資料
3.1. 見出される「資料」
　地域を基盤として展開する資料保存の取り組みは、特
定分野を越えた横断的な関係を志向する。その過程で、
地域の歴史文化に関わる多様なモノが保存の対象として
見出されていく。
　地域というある一定空間をあらゆる角度から観察し、
歴史文化に関わる総合的な資料の発見と保存を目指す

「資料ネット」活動が広がる一方、資料の保存が目的化
されることでそれらの資料に基づいた地域像の発信や社
会還元といった取り組みの停滞を指摘する意見も提示さ
れている（21）。そうしたなかで、「高知戦争資料保存ネット
ワーク」の取り組みは、戦争経験という地域の一側面に

着目したネットワーク型活動である（22）。戦争経験という、
かつてはあらゆる人びとが共有した記憶を資料として保
存・継承する取り組みは、個人が生成・保管する多様な
記録を地域の歴史として再検討する営為でもある。近年
では、学校資料（23）や社会運動関連資料（24）などを、地域と
の対話を通して見出し、地域の歴史を物語る資料として
保存・継承する取り組みが各地で行われている。そこで
も特定の研究者だけではなく、地域住民や多くの関係者
が連携したネットワークが模索される。なぜなら、ネット
ワークによる地域の資料保存は、複眼的な社会観察を通
して多様な地域像を見出し、それらの事象を継承するた
めの新たな資料の発見につながるからである。こうした
傾向は、後述する地域実践とも関わり、地域を軸に展開
する資料保存の重要な特徴であろう。

3.2.「災害資料」保存の展開
　近年の地域における資料保存で特筆すべき点は、いわ
ゆる「災害資料」の収集・保存の展開である。災害資料
とは、ある災害の被害や復旧・復興の経過を示す資料の
総体を指し、被害実態を象徴するモノや避難所・仮設住
宅等で生成された記録、被災者をはじめとした災害関係
者個人の日記やメモ、ミニコミ誌など災害に関する情報
を有するあらゆるものが対象とされる。災害資料の収集・
保存をめぐる取り組みは、阪神・淡路大震災以降いくつ
かの被災地域で進められたが（CA1955 参照）（25）、ここ
でも多様なネットワークの展開が確認される。
　東日本大震災に関する取り組みとしては、福島県で
の活動が注目される。地震や津波に加え、原子力災害
による被害に直面した福島県では、2020 年 9 月の東
日本大震災・原子力災害伝承館開館（E2326 参照）を
はじめ、災害の記憶継承に向けた取り組みが展開され
てきたが、震災直後からの活動として、福島県立博物
館を中核として福島県沿岸部地域の博物館等が連携す
る「ふくしま震災遺産保全プロジェクト」が注目され
る（26）。このプロジェクトでは、「震災が産み出したモ
ノ・震災が遺したモノ・震災を示すモノ」を「震災遺
産」と定義し（27）、「我々の歴史的側面（我歴）」として
の資料的意義を見出している（28）。この活動で貫かれて
いるのは、博物館資料として「震災遺産」を位置づけ
る視角であり、「従来の博物館活動の延長線上にある
取り組み」として「日常的な博物館展示へと落とし込
む」必要性も指摘されている（29）。地域が経験した多様
な営みの一つとして災害を位置づけるこの視角は、災
害資料を通した新たな地域像の検討を要請する。災害
の経過を示すあらゆるモノが資料たる要素を有するな
か、記録化に向けて重視されるのが専門分野を超えた
連携である。被災痕跡にも資料的意義を見出す災害資
料保存の取り組みを支えるために、近年では保存科学
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的見地からの調査・分析も進められている（30）。
　災害を契機として複眼的に地域を見つめ直す災害資
料収集の取り組みは、そこで見出された資料の収集や
保存、継承に向けて多様な連携をもたらす。2016 年の
平成 28 年熊本地震発生以降、膨大な災害資料収集を
進めるくまもと森都心プラザ図書館の取り組みも、災
害を起点とした県内外の多角的なネットワークを形成
しているように（31）、災害資料保存の活動は、特定の機
関や専門分野を超えた横断的な検討が進められている。

4．救済・保存と継承
4.1. 広域ネットワークの模索
　大規模な自然災害への対応を経験するなか、今後発生
が予想される大規模災害に備えた基盤形成が模索されて
いる。特に議論されるのは、空間や専門性の横断を志向
する広域ネットワークの構築である。
　例えば、2014 年度から 3 か年計画で実践された九州地
域の取り組みとして、「みんなでまもる文化財みんなをま
もるミュージアム」事業が挙げられる。この事業は、九
州国立博物館と九州山口ミュージアム連携事業実行委員
会等が連携して展開したものであったが、事業推進にお
いて掲げられたのは、地域の「防災危機管理力」向上で
あった。特にこの事業では、災害に備えた研修プログラ
ムの策定や有事における博物館職員の派遣体制など、地
域社会における歴史文化継承の主体的役割を博物館に
求める（32）。同事業では、九州地域の博物館が人的・組織
的に相互連携して県域を横断した地域の災害対策を検討
し、関連するネットワークとの重層的な連携が模索され
ていた。
　また、先述の「資料ネット」とその活動の基盤的役割
を果たす大学を対象とした広域連携を展望する取り組み
である、「歴史文化資料保全の大学・共同利用機関ネッ
トワーク事業」（33）も、地域相互をつなぐネットワークと
して展開している（34）。国立歴史民俗博物館を主導機関と
して人間文化研究機構が東北大学・神戸大学と連携して
推進するこの事業は、地域ネットワークとしての「資料
ネット」相互を取り結び、全国的なネットワークとして災
害対策とともに日常的な保存・管理・活用に向けた相互
支援を展開している。
　広域ネットワークをめぐる潮流のなかで、多様な連携
体や全国組織を包括的に取り結ぶ取り組みとして注目
されるのが、2020 年 10 月に設立された文化財防災セン
ターである（35）。国立文化財機構に設置された同センター
は、東日本大震災以降の被災資料救済を全国的に支援し
た「文化財防災ネットワーク推進事業」の基盤を継承し、
災害対策としての資料保存をあらゆる方面から支援・検
討する機関として位置づけられる。
　多発化・激甚化する近年の自然災害は、特定の地域や

専門分野単独での対応が極めて困難となる。加えて、災
害資料など新たな価値観に基づき見出される多様な資料
を保存・継承する上で、空間や専門性を横断した広域性
が要求される。こうした課題解決に向け、文化財防災セ
ンターをはじめ、諸方面で広域的な相互連携が模索され
ているといえよう（36）。

4.2. 資料の行方と地域実践
　ネットワークに基づいて所在が確認された資料は、
保存・継承に向けた検討が行われるが、今後課題とな
るのは、確認された諸資料を通して地域像を発見し、
地域において資料を保存・継承する意義を見出してい
く取り組みの深化であろう。近年では「資料ネット」
活動をはじめ、地域における資料の存在意義をめぐる
議論が深化し（37）、地域住民との対話を通して形成され
る地域特有の歴史意識など多様な論点が提示されてい
る（38）。
　さらに、資料保存から展開する地域実践の実例も多数
報告され、レスキューを契機とした地域交流と歴史像の
検討など、多様な連携の可能性が提示されている（39）。ま
た福島県では、複合災害地である県内の諸地域において、
地域住民と研究者との相互連携を通して、江戸時代の村・
町名に由来する行政区画「大字」を単位とした歴史を編
纂する「大字誌」編纂の取り組みも進展する（40）。地域を
軸とした歴史文化の継承を見据えたこうした取り組みは、
災害からの復旧・復興過程における歴史文化のあり方を
再検討する視座を提起している。

5．おわりに
　2018 年の文化財保護法の改定やそれと連動した 2019
年の文化財保存活用大綱、活用地域計画の策定など、地
域を軸とした資料保存・継承への関心が急速に高まって
いる。さらに、自然災害が多発し、災害対策を常に議論
することが求められるなか、これまで以上に多様なネッ
トワークの構築が模索されている。相互連携の議論が深
化するなか、連携を通して地域と「部外者」とが共に歴
史文化を考える公共性をめぐる議論も提示され（41）、地域
における資料保存の諸相は大きな広がりを見せている。
今後一連の経過を踏まえた新たな資料保存・継承論と実
践の進展が期待されるだろう。

（1）  近年の資料保存をめぐる状況については以下を参照。  
矢野正隆. 資料保存. 図書館界. 2018, vol. 70, no.1, p. 275-286.  
https://doi.org/10.20628/toshokankai.70.1_275, （参照 2021-01-
05）.

（2）  例えば、東日本大震災の発生時には、被災地域の資料救済におい
て、MLA以外の多くの団体が関与している。  
“5.1 被災資料の救済（No.1～12）”. 東日本大震災と図書館. 国立
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